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Overview of the Investigation  
 
Purpose of the investigation 

With the demand for a review of the energy strategy after the Great East Japan Earthquake, the 
roles played by distributed power systems and waste power generation that can provide reliable 
electricity are expected to become larger than ever. In order to enhance the functionality of waste 
power generation facilities as regional energy centers, the introduction and advancement of waste 
power generation needs to be to be promoted through building a new scheme to stabilize and 
improve the efficiency of power supplied by waste power generation, in response to reform of the 
electricity system. 
 
This investigation project was implemented in cooperation with the City of Kitakyushu for the 
purpose of examining and evaluating the feasibility of electricity supply/demand management by 
applying the advanced methodologies that were studied during fiscal year 2015 in a scheme to 
achieve waste power generation supply/demand balance by networking the waste power 
generation facilities and the power users. In addition, methodologies to enhance the scheme and 
their feasibilities were also investigated.   

 
Flow of the entire investigation 

The “Fiscal Year 2015 Feasibility Study on Networking of Waste Power Generation in Kitakyushu 
City” (the ‘FY2015 Investigation’) examined the feasibility of applying advanced methodologies 
to both the generators and the users in regional energy projects which involved the municipality, 
and evaluated the viability of the project as a business model.  
 
During fiscal year 2016, simulations were carried out for the actual regional energy project in 
Kitakyushu, based on the supply/demand management system to which the advanced 
methodologies developed in the FY2015 Investigation have been applied. The viability of the 
simulated project was examined and evaluated. More specifically, the outcomes of the FY2015 
Investigation were used to examine the issue of planned value balancing on the part of the waste 
power generator in terms of generation planning, demand planning and imbalance. Furthermore, 
the introduction of more value-added services to the users was designed, while the project 
feasibility and its carbon dioxide (CO2) reduction impact were evaluated. In addition, the 
possibilities of future scale expansion were studied.  
 
The viability of the project was evaluated taking into account the new business frameworks opened 
up by the recent enactment of the Act Partially Revising the Act on Special Measures Concerning 
Procurement of Electricity from Renewable Energy Sources by Electricity Utilities (Act No.59 of 
2016, the “FIT Law”) pertaining to methods of determining the fixed price, obligatory purchasers, 



etc.  

Results of the investigation 
The demand/supply management simulation which assumed management by the regional energy 
company itself confirmed that the demand/supply management work can be executed with no 
additional manpower and that any imbalance between the planned value and the actual value can 
be controlled using the same day projection method instead of the next day projection method.   

With respect to the question of enlarging the business scope, the possibility of forming a regional 
energy alliance between the municipalities was suggested with the nucleus city in the region taking 
the initiative.  

In regard to value-added services for users, services using the negawatt power market were studied 
and a service menu was designed.  

The project viability was suggested to be severe, given that the supply far exceeds the demand and 
the fiscal year 2016 business environment is characterized by weak market prices. It is hoped that 
future business scope expansion will improve the project viability and the degree of contribution to 
the local community will be enhanced.  
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６）インセンティブメニューの導入効果の試算 

省エネ対策を計画・実施した場合、投資対効果を評価することになるが、その投資対効果の試

算結果を以下に示す。 

 

＜利益還元メニュー＞ 

ア．運用改善による利益還元モデル 

需要家の運用改善により削減した電気使用量を 2017 年度に開設されるネガワット取引に

より売却するモデルである。（下記図を参照） 

 

図Ⅲ-6 ネガワットを活用した利益還元モデル（イメージ） 

出典：資源エネルギー庁「エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス検討会（第 5 回）‐配布資料」 

 

＜条件＞ 

① 昨年度調査の７施設の平均値を１施設と考える。 
   

② １施設当たりの延床面積 
   

2,017 ㎡ 

③ １施設当たりの年間電気使用量 
  

334,230 kWh/y 

④ 運用改善による削減率（過去の調査・検討実績より） 10% 
 

⑤ 需要家の電気単価 
   

20 円/kWh 

⑥ ネガワット売却単価 ※ 
   

25 円/kWh 

＜推定計算結果＞ 

⑦ 削減電気使用量 
 

③×④ 
 

33,423 kWh/y 

⑧ ネガワット売却収入 
 

⑥×⑦ 
 

84 万円 

⑨ 需要家への還元 
 

⑤×⑦ 
 

67 万円 

⑩ 地域エネルギー会社の利益 （⑥ー⑤）×⑦ 17 万円 

※需給調整用電源として用いられる石油火力発電の発電コスト相当は一般的に 30 円程度/kWh で

あるが、現時点の電力市場が下落傾向であることから、ネガワット売却単価を少し低く抑え 25

円/kWh とした。 
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（１）現状の需給管理実施段階モデル【ケース１】 

現状の発電規模、需要規模をベースに、地域エネルギー会社が単独で需給管理を運用した場合

の事業性を評価した。 

 

１）評価条件 

①発電側 

・廃棄物発電施設 2 工場  計 34.1MW 

    皇后崎工場   29.3MW 

    日明工場     6.0MW（4.8MW） 

・使用データは平成 28 年度実績値とし、直近のデータは過去データの平均値で追補した。 

・調達価格は、JEPX 実績平均と同等とし、9 円/kWh（税抜）と設定した。 

 

②需要側 

・公共施設等  50MW ※自ら需給管理を行う時点での需要規模を想定 

・使用データは平成 28 年度実績値とし、データが確認できた 104 施設分のデータ（計 11.6MW）

から 50MW 分のデータを調製した。 

・公共施設等のほか、廃棄物発電施設の全停時の購入電力量も需要側に含めた。 

・供給価格は、基本料金 1908.36 円/kW、従量料金夏季 10.58 円/kWh、他季 9.67 円（燃料調整

費込。基本料金について九州電力の－5％。いずれも税込。）とした。 

 

③計画値同時同量の調整方法 

・発電及び需要予測  Ⅰ章に示す予測プログラムにより、当日予測を行うケースとした。 

・常時バックアップ  九州電力価格により 1,000kW で契約 

・市場調達・売却   JEPX（スポット市場）から不足分を調達又は余剰分を売却するものと

した。 

調達又は売却価格は、平成 28 年度約定実績値によるとともに、実績の

ない直近部分については、実勢を考慮して設定した。 

・インバランス精算  常時バックアップ及び市場調達・売却によっても調整しきれなかった

インバランス分について、九州電力の平成 28 年度実績平均値（9.28 円

/kWh（税抜））で精算とした。 

 

④固定費等 

システム費（25 百万円/年）、労務費（26 百万円/年：役員及び職員 3 名）、諸経費等（15 百

万円）について実勢を踏まえて設定した。 

 

２）評価結果 

①事業性 

シミュレーションの結果、ケース１の年間の需給バランスは次図のとおりであり、需要家販売
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量が、電源側の電力量を少し上回るバランスとなった。 

 

 

図Ⅳ-3 年間需給バランス（ケース１） 

 

 

図Ⅳ-4 1日の需給バランス例（H28.8.1） 

 

 

ア．事業採算性 

平成 28 年度の直近の状況を踏まえた事業収支のシミュレーション結果を以下に示す。 

年間を通した事業収支は、売上合計 2,454 百万円（税抜）に対し、支出合計が 2,197 百万円（税

抜）となり、年間事業収支差額（経常利益）は 257 百万円と試算された。 
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ア．事業採算性 

年間を通した事業収支は、売上合計 3,751 百万円（税抜）に対し、支出合計が 3,388 百万円（税

抜）となり、年間事業収支差額（経常利益）は 363 百万円と試算された。 

 

表Ⅳ-5 単年度事業収支試算結果 

項目 金額（百万円） 

売上 3,751 

支出 

（内インバランス分） 

3,388 

（80） 

経常利益 363 

経常利益率 9.7％ 

 

月間の推移をみると次図のとおりであり、基本的にはケース１と同様の結果となっている。 

 

図Ⅳ-10 年間事業収支（ケース２） 

 

イ．事業継続性 

＜キャッシュフロー＞ 

年間の資金繰りについては、月間の累積経常利益のマイナスは生じない試算結果となっている

ことから、インバランス料金の請求時期のズレを考慮するとしても、一定の安定性を持って資金

繰りが可能と考えられる。 

 

＜事業リスク＞ 

事業性に影響を与えるリスクとしては、基本的にケース１と同様だが、市場依存度が相対的に

低くなるため、市場変動リスクには比較的対応性が高いといえる。 
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V. CO2削減効果の検証 
 

１．地域エネルギー事業に伴う電力供給による CO2削減効果  

 

本調査における地域エネルギー事業モデルは、市町村が関与する一つの地域エネルギー会社が、

地域内発電施設から買い取った電気を、同じ地域の公共施設等に供給する電力の地産地消事業であ

る。従来、一般電気事業者から購入していた公共施設等の電気を、市内のごみ発電電力を買い取る

地域エネルギー会社から購入することに切り替えることによって成立する。 

従って、本事業を実施することによる CO2排出量の削減効果は、需要側の電力の購入先を変更し

たことに伴う CO2排出量の変化に着目して評価をすることになる。 

一方、本事業の地域エネルギー会社は、調査時点で事業開始初年度であることから、温室効果ガ

ス排出量算定・報告・公表制度における電気事業者別温室効果ガス排出係数を有していない。 

そこで、電気事業者別温室効果ガス排出係数の計算方法に準じて、電力の地産地消の関係を反映

した手法により評価を行った。 

 

本調査における需給管理実施段階モデル（ケース１）及び将来的な規模拡大モデル（ケース２）

における CO2排出量削減効果を評価した結果は次表のとおりである。 

評価の結果、本事業モデルの導入により、地産のごみ発電電力を活用することにより、CO2 の実

排出量で約 40,000～50,000t- CO2程度の削減効果が認められた。 

 

なお、本事業モデルにおける新門司工場は、FIT 制度の設備認定を受けており、新門司工場の発

電電力は FIT 価格により調達される。従って、FIT 電源由来の電力の環境価値（低炭素性）は、FIT

制度の賦課金を負担する全需要家が公平に享受するものとされていることから、FIT 価格で取り扱

われたごみ発電電力による CO2削減効果を、全て本事業モデルで費やしたコストによって達成した

ものと評価することが適当かどうかは十分に検討する必要がある。 

そこで、ケース２における新門司工場の FIT 分の電力消費量については、ごみ発電電力における

FIT 分（バイオマス分）については、全国平均相当として電気事業者別 CO2排出係数の代替値を用

いて評価を行った。 
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表Ⅴ-1 電力の地産地消事業におけるエネルギー起源 CO2削減効果 

 

 

２．需要家への付加価値サービスによる CO2削減効果 

 

地域エネルギー事業による CO2削減効果には、供給電力の電源に由来する効果の他に、地域エ

ネルギー会社が実施する需要家への付加価値サービスに伴う効果も得ることができる。 

ここでは、第Ⅲ章で設計した需要家への付加価値サービスのうち、比較的取り組みやすい 3 つ

のメニューを取り上げ、各々全需要家の 3 分の 1 ずつが利用すると仮定した場合の CO2削減効果

を試算した。 

結果は下表のとおりであり、ケース１の需給管理実施段階モデルにおいて約 1,900t-CO2/年、ケ

廃棄物発電電力購入

量【非FIT分】 注1) MWh/年 ―

廃棄物発電に係る
CO2排出量原単位
【非FIT分】

t-CO2
/MWh

―

廃棄物発電電力購入

量【FIT分】 注1) MWh/年 ―

廃棄物発電に係る
CO2排出量原単位

【FIT分】　注3)

t-CO2
/MWh

―

地域外購入電力量 MWh/年 132,702

0.502 93%

0.509 7%

需要側のエネルギー

起源CO2排出量注5) t-CO2/年 67,545

（CO2排出量原単位）注5) t-CO2
/MWh

0.509

千円 ―

千円
/t-CO2

―

注1) バイオマス分を60%、非バイオマス分を40%として設定。

注5） 需要側の電源構成から算出。ケース2の左側は実排出量（係数）、右側は調整後排出量（係数）の各々に相当。

注6） 各事業モデルの収支差額。経常利益が出る場合は0と表示。

0.502

47,96826,034

0.2410.131

注2) 発電の用に供された燃料使用に伴うCO2排出量を、廃棄物発電用途のために廃棄物の焼却処理に追加的な活動
　　　（例えば発電を目的とした燃料消費量の増加等）が生じた場合のCO2排出量とし、ここでは実質ゼロ相当とする。

注3) 地域内の購入電力量のうちFIT分に、以下のCO2排出係数を乗じて算出
        ・地域エネルギー事業者の調整後排出係数がないため、全国平均係数　0.552t-CO2/MWh（H28.6.10公表）を適用。

注4) 地域外の購入電力量に以下のCO2排出係数を乗じて算出
　　　　・事業開始前：0.509 t-CO2/MWh　※九州電力㈱ 実排出係数（H28.12.27公表）
　　　　・事業開始後：市場調達分＝　0.502 t-CO2/MWh　※JEPX（H27年度）
　　　　　　　　　　　　  JBU　　　　 ＝　0.509 t-CO2/MWh　※九州電力㈱ （H28.12.27公表）

24,429

0

0

0
地域エネルギー事業に係る

費用 注6)

0

全体

84,086 107,500

注2)

39,735

0.552

51,816

注2)

0.184

0.509

ケース１ ケース２

0.552

48,616

需要側

地域外電力に係る
CO2排出量原単位
注4)

t-CO2
/MWh

0

6%

94%

CO2削減量当たりのコスト

0.509

事業開始前 需給管理実施段階
モデル

将来的な規模拡大
モデル
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4,000t-CO2/
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VI. 今後の廃棄物発電ネットワークの拡大展開に向けて 
 

１．評価結果のまとめ 
第Ⅳ章及び第Ⅴ章において評価した地域エネルギー事業の評価結果のまとめを下表に示す。 

現状の事業規模としては、発電側の供給電力が需要側の需要電力の 1.7 倍程度となっており、需

要家に販売できない多くの電力は市場売却するため、市場価格が低迷した平成 28 年度の事業環境で

は、経常利益を確保することが難しい状況であった。第 4 四半期の市場価格の回復によって年間ト

ータルでは、収支均衡を図ることが可能だが、年度途中では収支マイナスが続き、相当程度の資金

的余裕を要する状況となっている。 

地域貢献性については、需要家の消費電力における電力地産率は高く、現在供給を受けている需

要家にとっての低炭素化の効果は大きいが、逆に廃棄物発電全体の地消率は低い状況であり、これ

らを地域内に供給することができれば、さらなる地域低炭素化の拡大につなげることが可能と考え

られる。 

 

表Ⅵ-1 地域エネルギー事業の評価結果まとめ 

 

 

 

２．今後の展望と課題 
（１）地域エネルギー会社自らの需給管理 

本調査における需給管理シミュレーション等の結果、昨年度調査から構築を進めてきた需給管理

システムを利用することにより、人的負荷を増大させることなく、高精度での余剰電力及び需要電

力の予測による計画（発電・販売計画及び需要調達計画）作成、市場取引等の諸手続きを円滑に実

ケース１
需給管理実施段階

モデル

ケース２
将来的な規模拡大

モデル

事業規模 発電側 定格出力 kW 34.1 57.6

需要側 契約電力 kW 50 75

事業性 事業採算性 経常利益 百万円/年 256 363

事業継続性
将来的な事業環境の変化に伴う対応
可能性

-
市場動向によっては

経常利益率減少
市場の変化にもある

程度対応可能

地域貢献性 廃棄物発電の地消率 ％ 71% 69%

需要家消費電力の地産率 ％ 63% 74%

環境性 CO2排出量（電源構成由来）注） t-CO2/年 -43,116 -53,349

同　（付加価値サービス由来） t-CO2/年 -1,873 -4,058

経済性 エネルギーコスト 百万円/年 -53 -78

雇用創出効果 人 4 4

地域内経済波及効果 億円/年 30 44

 注）事業開始前と比較した場合の電源構成の変化による需要家のエネルギー起源CO2削減効果（本調査における試算前提条件による）

事業内エネ
ルギー地産
率・地消率
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Virtual Power Plant  

 
 


